
2月22日(水)
13 : 0 0 - 1 6 : 0 0

2月27日(月) 10:00～
3月6日(月) 17:00 まで
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※Microsoft Teams ライブイベントを利用して配信

250 名
令和 5 年 2 月 15 日（水）

※YouTube を利用します

制限なし
令和 5年 2 月 21 日（火）

※ライブ配信、後日配信どちらも事前申込が必要です。

株式会社住環境計画研究所
代表取締役会長

「脱炭素社会を需要側から考える 
―家庭部門を例題としてー」

令和 4年度

エネルギー使用合理化
シンポジウム
2 0 5 0 年カーボンニュートラルの実現や、203 0 年度の野心的

な温室効果ガス排出削減目標の達成に向けて、なお一層の省エ

ネが求められている状況です。

本シンポジウムでは、各企業等の経営者やエネルギー管理統括

者等を対象に、エネルギーをめぐる社会的・経済的環境の変化

を踏まえたご講演、改正省エネ法及び省エネ支援策の説明や省

エネ対策の実践事例を紹介することにより工場等の更なる省エ

ネルギーの推進を目指します。

https://www.kyushu-shoene.go.jp

※参加ご希望の方は、裏面をご覧の上、
特設サイトまたは、QR コードからお申
込下さい。

九州省エネ シンポジウム



経済産業省 九州経済産業局 株式会社地域計画建築研究所（略称：アルパック）

山口、松田担当
075-221-5132TEL 075-256-1764FAX

E-mail yamag-ti@arpak.co.jp

・本シンポジウムの録画・録音、撮影、第三者への提供は固く禁じています。
・ネット配信サービスについて、ライブ配信は「M i c r o s o f t  T e am s  ライブイベント」、後日配信は「Yo u T u b e」にて配信いたします。
・視聴にかかる通信費等は視聴される方の負担となります。
・当日のアクセスは視聴される方の責任において行ってください。
・視聴環境により、ご覧いただけない場合や映像・音声が乱れる場合があります。
・参加にかかる UR L・パスワード等は申込参加者限りです。
・状況により、中止となる可能性があることをご承知置きください。
・推奨ブラウザー：M i c r o s o f t  E d g e・Go o g l e  C h r om e

※ご提供いただいた個人情報は、事務局（九州経済産業局、（株）地域計画建築研究所（本シンポジウムに係る委託事業者））が「令
和 4 年度エネルギー使用合理化シンポジウム」の運営においてのみ使用し、事務局においてその保護に万全を期すとともに、ご
本人の同意なしに事務局以外の第三者に開示、提供することはございません。なお、ご提供いただいた情報のうち、所属企業（団体）
名のみ、講師と共有しますので予めご了承ください。

「特設サイト」または「ORコード」から参加申込をお済ませください。

参加URL、当日資料等は、ライブ配信：令和5年2月16日（水）以降、

後日配信：令和 5年 2 月 24 日（金）以降、参加申込者に対しメー

ルにてお知らせいたします。

【申込期限】 LIVE 配信：令和 5年 2月 15日（水）
  後日配信 ：令和 5年 2月 21日（火）

https://www.kyushu-shoene.go.jp

13:00 主催者挨拶 九州経済産業局

13:10 「脱炭素社会を需要側から考える ―家庭部門を例題としてー」
株式会社住環境計画研究所 代表取締役会長 中上 英俊 氏

14:00 「省エネルギー法の改正について」

15:00 休憩
資源エネルギー庁 省エネルギー・新エネルギー部 省エネルギー課

15:10 「省エネ支援策パッケージについて」
資源エネルギー庁 省エネルギー・新エネルギー部 省エネルギー課

15:35 事業者による省エネ取組事例紹介
大分キヤノン株式会社 (大分県国東市 )

16:00 閉会
※都合によりプログラムが変更になる場合があります。

株式会社住環境計画研究所 代表取締役会長、博士（工学）東京大学

1973 年東京大学大学院工学系研究科博士課程を単位取得退学。

同年、住環境計画研究所を創設、所長となる、1976 年株式会社として改組、

代表取締役所長、2013 年代表取締役会長となり現在に至る。

早稲田大学招聘研究員、東京工業大学大学院非常勤講師、北九州市立大学大

学院非常勤講師、経済産業省総合資源エネルギー調査会臨時委員、環境省中

央環境審議会専門委員他を歴任。

専門分野はエネルギー・地球環境問題・ 地域問題。

2020 年当時の菅首相によって宣言された我が国の 2050 年カーボンニュートラ

ル社会の実現に向けて国を挙げての総力戦が求められている中、脱炭素社会の実

現にはエネルギー供給サイドにおける解決が先ず求められることになります。

では需要サイドでのこの問題の対応はどのようになるのでしょうか？産業界に

あっては根本的な製造システムの転換を余儀なくされる業種からエネルギー転換

による対応により解決策を求めることが可能な業種まで多種多様な対応を迫られ

ることになります。これまでの低炭素社会とは次元の異なった対応が求められる

ことになるのです。

本講演では、各部門業種別にこの問題を論じるには幅が広すぎること、また関連

データが圧倒的に不足していることから、家庭部門の例を切り口にお話をさせて

いただくことで、今後企業等のみなさまに求められる必要な対策や検討すべきポ

イントなどをお伝えできればと思います。省エネルギーが最後の切り札となって

くることが改めて確認していただけるのではないでしょうか。

九州省エネ シンポジウム


